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めた最一判平成 18年 3月 30日（判時 1931号 3頁）
以降に関係法令までを勘案して判示したものとし






























判示するものに、横浜地判平成 13 年 2 月 28 日（判
自 255 号 54 頁）がある。 
 
2. 平穏生活権的人格権について 


















福岡高判那覇支部平成 26 年 5 月 27 日（LEX/DB
文献番号 25504223）において、原告らは、「環境
基本法 1 条及び 8 条により環境基本法は個別の生
活利益の保護をも目的とすることは明らかであり、







また、東京地判平成 23 年 6 月 9 日（訟月 59 巻
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いない。同様に、那覇地判平成 20 年 11 月 19 日（判















判平成 14 年 10 月 28 日（判タ 1209 号 131 頁）に
おいて、原告は、土地改良事業計画の策定に際し










岡高判平成 17 年 5 月 16 日（判時 1911 号 106 頁）
において、抗告人は有明海再生の義務を果たすた
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平成 14年 3月 28 日（判自 233 号 91頁）において、
排水処理施設を補助金で購入するに際して、本件
補助金を得る以外の方策を検討した形跡は認めら
れず、「環境基本法 8 条、37 条や公害防止事業費
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 重要な判例として、最大判平成 17 年 12 月 7 日
























告適格を認めるものに東京地判平成 20 年 1 月 29
日（LEX/DB 文献番号 25421203）及び大阪地判平
成 20 年 3 月 27 日（判タ 1271 号 109 頁）が、類似
の論旨で公有水面埋立免許処分取消の原告適格を
認めるものに大分地判平成 19 年 3 月 26 日
（LEX/DB 文献番号 28131216）が、個別的利益を
認めるものに広島高判平成 19 年 10 月 31 日
（LEX/DB 文献番号 25421170）がある。 


















解しえないと判示したものに大阪地判平成 20 年 8
月 7 日（判タ 1303 号 128 頁）、東京高判平成 21 年
11 月 26 日（LEX/DB 文献番号 25442285）、及び東
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た案件として、宮崎地判平成 6 年 5 月 30 日（判タ















きないとしたものに、札幌高判平成 9 年 10 月 7 日
（判時 1659 号 45 頁）がある。控訴人は、廃棄物
処理施設の設置という土地利用の規制であるから、

















近時のものとしては、京都地判平成 24 年 6 月
20 日（LEX/DB 文献番号 25445191）が、都市計画






















酌したものに大阪地判平成 18 年 3 月 30 日（判タ
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めの理念・原理（前章 4 から 7 節）」とそれを実現
するための「権利、個別的利益又は法律上保護さ
れた利益の存在証明（前章 1 から 3 節）、及びその































1) 1993（平成 5）年 11 月 19 日法律第 91 号。 
2) 1967（昭和 42）年 8 月 3 日法律第 132 号であり、
1993 年（平成 5）年 11 月 19 日に環境基本法施
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3) 2008（平成 20）年 6 月 6 日法律第 58 号。 
4) 2000（平成 12）年 6 月 2 日法律第 110 号。 
5) 環境法政策学会では、環境基本法制定 10 年及び
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た。20 周年企画としての淡路剛久「総括」環境
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9) 第 162 回国会衆議院内閣委員会議事録第 7 号, 5
頁。 
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15) 1963（昭和 38）年 7 月 20 日法律第 154 号。 
16) 1961（昭和 36）年 11 月 15 日法律第 223 号。 
17) 1968（昭和 43）年 5 月 30 日法律第 78 号。 
18) 2003（平成 14）年 7 月 12 日法律第 88 号。正式
には「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法
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25) TKC 法 律 情 報 デ ー タ ベ ー ス
（http://lex.lawlibrary.jp/lexbin/SearchAll.aspx）に
て検索。 
26) 最一判平成 18 年 3 月 30 日以前に、裁判所が環
境権について判示したものに、東京地判平成 17
年 5 月 31 日（訟月 53 巻 7 号 1937 頁）, 岐阜地
判平成 6 年 7 月 20 日（判時 1508 号 29 頁）、自
然享有権について判示したものに鹿児島地判平





27) 最一判平成 18 年 3 月 30 日以降に、関係法令を
勘案せず、環境基本法 3 条のみを基にして主張
したものに仙台高判秋田支部平成 19年 7月 4日
（LEX/DB 文献番号 28132157）があり、主張は
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ものに東京地判平成 10 年 8 月 27 日（判時 1700
号 21 頁）がある。 
33) 例として、名古屋地判平成 21 年 2 月 26 日（判
タ 1340 号 121 頁）、東京地判平成 23 年 3 月 29
日（訟月 59 巻 4 号 887 頁）、奈良地判平成 24 年
2 月 28 日（LEX/DB 文献番号 25482877）、東京
地判平成 24 年 7 月 10 日（LEX/DB 文献番号
25495327）がある。 
34) 1973（昭和 48）年 9 月 1 日法律 25482877 第 72
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36) ①及び②の例として津地判平成 11 年 5 月 11 日
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39) ④⑤の例として福岡高判平成 10年 5月 22日（判
時 1646 号 3 頁）、東京高判平成 11 年 7 月 23 日
（訟月 47 巻 3 号 381 頁）、京都地判平成 11 年
12 月 27 日（判タ 1080 号 229 頁）、東京高判平
成 20 年 3 月 31 日（判自 305 号 95 頁）、京都地
判平成 20 年 9 月 18 日（LEX/DB 文献番号
28142140）等がある。 
40) ⑥の例として東京地判平成 14 年 9 月 27 日
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